
平成２８年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

農林水産省 最終的な調整結果 

管理番号 136 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 その他 

提案事項（事項名） 

沿岸漁業改善資金の金融機関による転貸融資方式の追加、転貸融資の場合の機関保証の対象化 

提案団体 

山口県、中国地方知事会 

制度の所管･関係府省 

農林水産省 

求める措置の具体的内容 

沿岸漁業改善資金の貸付において、都道府県の直接貸付制度に加え、漁協等の金融機関による転貸融資方

式を追加するとともに、転貸融資方式の場合、漁業信用基金協会による保証の対象とする。 

具体的な支障事例 

【制度の概要】 

沿岸漁業改善資金は、沿岸漁業改善資金助成法に基づき、国の助成を受けて都道府県の特別会計に資金を

造成し、漁業従事者等に貸付を行う制度である。 

なお、山口県では当資金の貸付原資については、平成 11 年度以降追加造成することなく、自己回転により事業

を実施している。 

【具体的な支障事例】 

この貸付は、都道府県が直接貸付を行う制度となっており、漁業信用基金協会の保証を受けることができない。

貸付に当たっては、担保又は連帯保証人の徴求が義務付けられているが、山口県では担保対象物件の評価や

管理、また財産処分等の手続きが容易ではないこと等から、連帯保証人の徴求を原則として運用している。 

近年漁業者が中古船やレーダー等の購入のために当資金の利用を検討していたが、連帯保証人の確保の見

込みが立たず、利用を断念した事例等がある。今後、民法が改正され、債務保証の要件が厳格化されれば、今

以上に連帯保証人の確保が困難になると見込まれる。 

【制度改正の必要性】 

新規漁業就業者の確保・定着がより促進されるよう、資金調達手段の多様化を図るとともに、保証人の確保が

困難なため当資金を利用できない漁業者への対策を講じる必要がある。 

【参考】 

なお、旧農業改良資金及び林業・木材産業改善資金においては、都道府県直貸方式に、金融機関等による転

貸融資方式が追加されるとともに、機関保証を利用できることとされている。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

漁業従事者等の選択肢が増え、当資金の活用拡大にもつながると考えられる。 

金融ノウハウを活かした貸付けが可能となり、漁業者にとって利用しやすい資金制度になる。 

根拠法令等 

沿岸漁業改善資金助成法第６条第１項、 

中小漁業融資保証法第４条 

参考資料１



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

青森県、岩手県、神奈川県、新潟県、徳島県、長崎県、宮崎県 

 

○新規就業者が保証人を確保できずやむを得ず他資金を借入れた事例がある。また、本県の沿岸漁業改善資

金運営協議会において、保証人を確保できない漁業者が当資金を利用できるよう、漁業関係者の構成員から、

債務保証制度の導入を求める意見がある。 

○当県においても連帯保証人の確保が困難なため、利用を断念し、他の有利子融資を利用せざるをえなかった

事例がある。 

○当県においても、提案団体と同様に、担保対象物件の評価や管理、財産処分等の手続が容易でないこと等

から、連帯保証人への徴求により運用している。このため、連帯保証人の確保の見込みが立たず、当該資金の

利用を断念した事例があった。民法が改正された場合、さらにこうした事例が増加することが予想される。 

○本県においては、長期延滞や貸し倒れ事例は無いが、貸付審査において専門知識が乏しく、金融機関による

審査の方が貸し倒れリスクは減少する。また一部漁業者からは、保証人を依頼しにくいため漁信基保証を求め

る要望がある。 

○本県においても連帯保証人の確保がハードルとなっているとの話を聞いていることから、金融機関による転貸

方式かつ機関保証とされたい。 

○今後、民法が改正（債権関係）された場合、今まで以上に借受人は保証人の確保が難しくなるとともに、保証

人設定の手続きが煩雑になる可能性がある。近年、沿岸漁業改善資金の利用が低下しているなか、益々の資

金利用の低下が懸念される。 

○沿岸漁業改善資金で現行の直接貸付方式（連帯保証人必須）と信漁連等による転貸融資方式の選択ができ

るのであれば、賛成である。また、転貸融資の際に漁業信用基金協会の債務保証を可能として要件とする場

合、漁業者の経済的負担の軽減を図る必要がある。 

 

各府省からの第１次回答 

１ 沿岸漁業改善資金は、沿岸漁業従事者等が近代的な漁業技術や新たな生産方法等を導入し、自立的に沿

岸漁業の改善を図ることを目的として、沿岸漁業改善資金助成法に基づき都道府県が無利子で貸し付ける極め

て政策的かつ優遇された資金であり、単なる金融措置と性格が異なる。 

本資金では、地域の実情や沿岸漁業の実態を把握している水産業改良普及員や市町村、漁協などが連携し、

沿岸漁業者に対して新たな技術等を普及奨励することにより貸付後においても積極的な指導・支援を行い、経

営の改善を図ることとしている。 

２ このように政策的に優遇された本資金に金融機関からの転貸制度を導入した場合、都道府県の事務負担が

軽減される一方で、 

  ① 関係機関が連携した政策的な融資判断ではなく、金融機関としての融資判断が優先され結果として融資

が行われない可能性がある 

  ② 保証機関による保証制度の活用についても、無利子として極めて優遇された資金の借入れに当たり、借受

者に新たな負担（保証料等）が発生する 

等、借受者に新たな支障が生じる可能性がある。 

３ 現在、本資金は 39 都道府県で貸付けが行われており、漁業者の減少や他の金融支援もある中、直近３カ年

においても年間 300 件前後（H24：334 件、H25：315 件、H26：268 件）貸し付けており、現行制度においても多く

利用され、沿岸漁業の経営改善に大きな役割を果たしている。 

他方、山口県における近年の実績は年間約１件（H24：０件 H25：１件、H26：１件）であり、支障事例の詳細は不

明であるが、法律改正を要望する事由としては乏しいものである思われ、御提案のあった制度改正の検討に当

たっては各都道府県の実態や意見を十分に精査した上で慎重に行う必要がある。 

４ 沿岸漁業改善資金制度の存立の大前提は借受者から資金の償還が確実に実行され繰り返し資金を必要と

する者に貸付けが行われることであり、物的担保又は保証人を設定することにより確実に償還されるよう    措

置する必要がある。 

また、本資金の個々の案件の融資判断は都道府県が行っており、物的担保や保証人の設定も都道府県が自ら

の政策的な判断により行うことができる。また、金融ノウハウのある漁連、漁協又は農林中央金庫に事務の一

部を委託することができるため、このような金融機関との連携を図りつつ引き続き制度の趣旨に沿った適正な運

営を行っていただきたい。 

 

 



各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

 旧農業改良資金と林業・木材産業改善資金は、直接貸付に加えて転貸制度が導入されているが、沿岸漁業

改善資金のみ転貸制度を認められない理由を明確にされたい。 

 貴省の第 1 次回答の２におけるご指摘については、都道府県の直接貸付制度を廃止し、転貸貸付制度のみと

した場合には該当するが、今回の提案は漁業者がいずれかの貸付方法を選択できるようにすることが趣旨であ

り、懸念には当たらない。 

 山口県の沿岸漁業改善資金の実績が少ないとの御指摘であるが、転貸制度の導入により特別会計に造成し

た資金の活用につながるものと考え提案をしたものである。また、貸付実績の多い共同提案県においても、同様

の支障事例があり、制度改正を求める意見があることから、制度改正の必要性はあるものと考える。 

 確実な償還の確保という点では、転貸制度に伴う基金協会の保証も十分な措置といえるものである。また、漁

連等に事務の一部を委任することが保証人確保問題の根本的な解決につながるわけではない。 

 当資金が現状でも大きな役割を果たしていることに異論はないが、制度を見直すことにより、都道府県の造成

資金の活用の幅が広がるとともに、漁業者も自らの実情に合わせた当資金の利用が可能となるものである。ま

た、金融機関からの貸付けの場合には、貸付審査に係る都道府県の事務が軽減される。 

 以上から、制度改正は必要なものと考える。それにも関わらず、沿岸漁業改善資金への転貸制度の導入は慎

重に行う必要があるとされるのであれば、理由を明確にされたい。 

 なお、詳細については補足資料を参照されたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

【神奈川県】 

２について、 

 ①融資判断については、金融機関任せにせず、従来どおり、関係機関の委員で構成される沿岸漁業改善資金

協議会の意見を聴いた上、県が貸付け決定を行う。このため融資が行われにくくなるという懸念は少ない。 

 ②従来どおりの連帯保証人も認めており、協会保証は借受者の判断で選択できるようにする。金銭負担が増

えても協会保証を希望する者のみに適用する。 

３について、 

 神奈川県の場合、平成 25 年度 9 件、平成 26 年度 7 件、平成 27 年度 7 件の融資実績があり、この他にも連

帯保証人が見つからず漁業近代化資金で対応した事例もある。 

４について、 

 神奈川県としては、大きな延滞や貸し倒れ事例は無いものの、借受者の利便性を図るため、選択肢の幅を広

げたい。                                                                  

【長崎県】 

 貸付資金の償還が確実に実行されることが制度存立の大前提ということであれば、転貸融資方式と機関保証

の導入により、原資がより確実に保全されることになり、保証人の確保ができなかった借受者でも、当該制度を

利用できるようになる。 

 また、平成２７年２月１０日に決定された「民法（債権関係）の改正に関する要綱案」では、保証人保護の方策

が拡充されることになっており、公正証書の作成など保証人となることに対する手続きがより複雑になり、今以

上に保証人確保が難しくなることが予想される。従って、現状のままでは、当該制度の利用を諦める事例が増え

るのではないかと懸念される。 

 なお、一般的に金融機関が融資困難とした案件を、都道府県が保証人のみで対応することは相当難しいと考

える。 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、十分に検討すること。 

 

各府省からの第２次回答 

 旧農業改良資金制度では、農業者が自らの創意工夫を活かして、新たな農業部門の経営を開始したり、新た

な生産・販売方式を導入したりするための資金として制度が改められた際に、経営改善の見通しや貸付金の償

還確実性の審査などにおいて、民間金融機関が持つノウハウを活用する観点から、転貸制度が導入された。

（なお、現在は都道府県による貸付けは行われていない。） 

 また、林業・木材産業改善資金制度では、林業関係の制度金融において他に保証機関による保証制度が活



用できる制度資金が措置されていないことから、機関保証が活用できる転貸制度が措置されている。 

 

 一方で、沿岸漁業改善資金制度では、零細経営が多い沿岸漁業者は省力化等の近代的な漁業技術や安全

確保のための施設等の導入が滞りがちであり、このような漁業技術を沿岸漁業に広く普及させ漁業経営の改善

を図るためには、地域の漁業実態等を把握している都道府県が、政策的な判断により貸付けの決定を行うこと

が重要である。このため、都道府県による直接貸付けが適当であり、民間金融機関による転貸を設けていない。

 

 水産庁としては、物的担保についての評価等が容易でないため活用されていないとのご指摘を踏まえ、物的

担保の活用状況について各都道府県の実態を把握し、活用事例等について情報共有を図るとともに、担保措置

や信漁連等に対する事務委託等の活用方法について、都道府県からの意見等も踏まえながら、物的担保が活

用されるよう検討してまいりたい。 

 

 なお、他の水産関係の制度金融においては、系統資金が措置されており、その借入れに当たっては機関保証

の活用が可能となっている。 

 

平成 28 年の地方からの提案等に関する対応方針（平成 28 年 12 月 20 日閣議決定）記載内容 

６【農林水産省】 

（９）沿岸漁業改善資金助成法（昭 54 法 25） 

（ⅰ）沿岸漁業改善資金については、物的担保の活用状況の実態や物的担保が活用されにくい理由等について

都道府県に対する調査を平成 28 年度中に行い、その結果を踏まえ、活用事例を都道府県へ情報提供するなど

の物的担保の活用による同資金の利用促進に資する措置を平成 29 年中に講ずる。 

（ⅱ）沿岸漁業改善資金の貸付方法については、上記調査結果及び同資金の利用促進に資する措置の状況を

踏まえ、転貸融資方式の導入等を含め、更なる利用促進に向けた検討を行い、平成 32 年中に結論を得る。そ

の結果に基づいて必要な措置を講ずる。 



平成２８年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省 最終的な調整結果 

 

管理番号 254 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 その他 

 

提案事項（事項名） 

沿岸漁業改善資金の金融機関による転貸融資方式の追加、転貸融資の場合の機関保証の対象化 

 

提案団体 

九州地方知事会 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省 

 

求める措置の具体的内容 

沿岸漁業改善資金の貸付において、都道府県の直接貸付制度に加え、漁協等の金融機関による転貸融資方

式を追加するとともに、転貸融資方式の場合、漁業信用基金協会による保証の対象とする。 

 

具体的な支障事例 

【制度の概要】 

沿岸漁業改善資金は、沿岸漁業改善資金助成法に基づき、国の助成を受けて都道府県の特別会計に資金を

造成し、漁業従事者等に貸付を行う制度である。 

なお、山口県では当資金の貸付原資については、平成 11 年度以降追加造成することなく、自己回転により事業

を実施している。 

【具体的な支障事例】 

この貸付は、都道府県が直接貸付を行う制度となっており、漁業信用基金協会の保証を受けることができない。

貸付に当たっては、担保又は連帯保証人の徴求が義務付けられているが、山口県では担保対象物件の評価や

管理、また財産処分等の手続きが容易ではないこと等から、連帯保証人の徴求を原則として運用している。 

近年漁業者が中古船やレーダー等の購入のために当資金の利用を検討していたが、連帯保証人の確保の見

込みが立たず、利用を断念した事例等がある。今後、民法が改正され、債務保証の要件が厳格化されれば、今

以上に連帯保証人の確保が困難になると見込まれる。 

【制度改正の必要性】 

新規漁業就業者の確保・定着がより促進されるよう、資金調達手段の多様化を図るとともに、保証人の確保が

困難なため当資金を利用できない漁業者への対策を講じる必要がある。 

【参考】 

なお、旧農業改良資金及び林業・木材産業改善資金においては、都道府県直貸方式に、金融機関等による転

貸融資方式が追加されるとともに、機関保証を利用できることとされている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

漁業従事者等の選択肢が増え、当資金の活用拡大にもつながると考えられる。 

金融ノウハウを活かした貸付けが可能となり、漁業者にとって利用しやすい資金制度になる。 

 

根拠法令等 

沿岸漁業改善資金助成法第６条第１項、 

中小漁業融資保証法第４条 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

青森県、岩手県、神奈川県、新潟県、徳島県 

 

○沿岸漁業改善資金で現行の直接貸付方式（連帯保証人必須）と信漁連等による転貸融資方式の選択ができ

るのであれば、賛成である。また、転貸融資の際に漁業信用基金協会の債務保証を可能として要件とする場

合、漁業者の経済的負担の軽減を図る必要がある。 

○新規就業者が保証人を確保できずやむを得ず他資金を借入れた事例がある。また、本県の沿岸漁業改善資

金運営協議会において、保証人を確保できない漁業者が当資金を利用できるよう、漁業関係者の構成員から、

債務保証制度の導入を求める意見がある。 

○当県においても連帯保証人の確保が困難なため、利用を断念し、他の有利子融資を利用せざるをえなかった

事例がある。 

○当県においても、提案団体と同様に、担保対象物件の評価や管理、財産処分等の手続が容易でないこと等

から、連帯保証人への徴求により運用している。このため、連帯保証人の確保の見込みが立たず、該資金の利

用を断念した事例があった。民法が改正された場合、さらにこうした事例が増加することが予想される。 

○本県においては、長期延滞や貸し倒れ事例は無いが、貸付審査において専門知識が乏しく、金融機関による

審査の方が貸し倒れリスクは減少する。また、一部漁業者からは、保証人を依頼しにくいため漁信基保証を求

める要望がある。 

○本県においても連帯保証人の確保がハードルとなっているとの話を聞いていることから、金融機関による転貸

方式かつ機関保証とされたい。 

 

各府省からの第１次回答 

１ 沿岸漁業改善資金は、沿岸漁業従事者等が近代的な漁業技術や新たな生産方法等を導入し、自立的に沿

岸漁業の改善を図ることを目的として、沿岸漁業改善資金助成法に基づき都道府県が無利子で貸し付ける極め

て政策的かつ優遇された資金であり、単なる金融措置と性格が異なる。 

本資金では、地域の実情や沿岸漁業の実態を把握している水産業改良普及員や市町村、漁協などが連携し、

沿岸漁業者に対して新たな技術等を普及奨励することにより貸付後においても積極的な指導・支援を行い、経

営の改善を図ることとしている。 

２ このように政策的に優遇された本資金に金融機関からの転貸制度を導入した場合、都道府県の事務負担が

軽減される一方で、 

  ① 関係機関が連携した政策的な融資判断ではなく、金融機関としての融資判断が優先され結果として融資

が行われない可能性がある 

  ② 保証機関による保証制度の活用についても、無利子として極めて優遇された資金の借入れに当たり、借受

者に新たな負担（保証料等）が発生する 

等、借受者に新たな支障が生じる可能性がある。 

３ 現在、本資金は 39 都道府県で貸付けが行われており、漁業者の減少や他の金融支援もある中、直近３カ年

においても年間 300 件前後（H24：334 件、H25：315 件、H26：268 件）貸し付けており、現行制度においても多く

利用され、沿岸漁業の経営改善に大きな役割を果たしている。 

他方、山口県における近年の実績は年間約１件（H24：０件 H25：１件、H26：１件）であり、支障事例の詳細は不

明であるが、法律改正を要望する事由としては乏しいものである思われ、御提案のあった制度改正の検討に当

たっては各都道府県の実態や意見を十分に精査した上で慎重に行う必要がある。 

４ 沿岸漁業改善資金制度の存立の大前提は借受者から資金の償還が確実に実行され繰り返し資金を必要と

する者に貸付けが行われることであり、物的担保又は保証人を設定することにより確実に償還されるよう    措

置する必要がある。 

また、本資金の個々の案件の融資判断は都道府県が行っており、物的担保や保証人の設定も都道府県が自ら

の政策的な判断により行うことができる。また、金融ノウハウのある漁連、漁協又は農林中央金庫に事務の一

部を委託することができるため、このような金融機関との連携を図りつつ引き続き制度の趣旨に沿った適正な運

営を行っていただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

 旧農業改良資金と林業・木材産業改善資金は、直接貸付に加えて転貸制度が導入されているが、沿岸漁業

改善資金のみ転貸制度を認められない理由を明確にされたい。 



 貴省の第 1 次回答の２におけるご指摘については、都道府県の直接貸付制度を廃止し、転貸貸付制度のみと

した場合には該当するが、今回の提案は漁業者がいずれかの貸付方法を選択できるようにすることが趣旨であ

り、懸念には当たらない。 

 山口県の沿岸漁業改善資金の実績が少ないとの御指摘であるが、転貸制度の導入により特別会計に造成し

た資金の活用につながるものと考え提案をしたものである。また、貸付実績の多い共同提案県においても、同様

の支障事例があり、制度改正を求める意見があることから、制度改正の必要性はあるものと考える。 

 確実な償還の確保という点では、転貸制度に伴う基金協会の保証も十分な措置といえるものである。また、漁

連等に事務の一部を委任することが保証人確保問題の根本的な解決につながるわけではない。 

 当資金が現状でも大きな役割を果たしていることに異論はないが、制度を見直すことにより、都道府県の造成

資金の活用の幅が広がるとともに、漁業者も自らの実情に合わせた当資金の利用が可能となるものである。ま

た、金融機関からの貸付けの場合には、貸付審査に係る都道府県の事務が軽減される。 

 以上から、制度改正は必要なものと考える。それにも関わらず、沿岸漁業改善資金への転貸制度の導入は慎

重に行う必要があるとされるのであれば、理由を明確にされたい。 

 なお、詳細については補足資料を参照されたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

【神奈川県】 

２について、 

 ①融資判断については、金融機関任せにせず、従来どおり、関係機関の委員で構成される沿岸漁業改善資金

協議会の意見を聴いた上、県が貸付け決定を行う。このため融資が行われにくくなるという懸念は少ない。 

 ②従来どおりの連帯保証人も認めており、協会保証は借受者の判断で選択できるようにする。金銭負担が増

えても協会保証を希望する者のみに適用する。 

３について、 

 神奈川県の場合、平成 25 年度 9 件、平成 26 年度 7 件、平成 27 年度 7 件の融資実績があり、この他にも連

帯保証人が見つからず漁業近代化資金で対応した事例もある。 

４について、 

 神奈川県としては、大きな延滞や貸し倒れ事例は無いものの、借受者の利便性を図るため、選択肢の幅を広

げたい。 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、十分に検討すること。 

 

各府省からの第２次回答 

 旧農業改良資金制度では、農業者が自らの創意工夫を活かして、新たな農業部門の経営を開始したり、新た

な生産・販売方式を導入したりするための資金として制度が改められた際に、経営改善の見通しや貸付金の償

還確実性の審査などにおいて、民間金融機関が持つノウハウを活用する観点から、転貸制度が導入された。

（なお、現在は都道府県による貸付けは行われていない。） 

 また、林業・木材産業改善資金制度では、林業関係の制度金融において他に保証機関による保証制度が活

用できる制度資金が措置されていないことから、機関保証が活用できる転貸制度が措置されている。 

 

 一方で、沿岸漁業改善資金制度では、零細経営が多い沿岸漁業者は省力化等の近代的な漁業技術や安全

確保のための施設等の導入が滞りがちであり、このような漁業技術を沿岸漁業に広く普及させ漁業経営の改善

を図るためには、地域の漁業実態等を把握している都道府県が、政策的な判断により貸付けの決定を行うこと

が重要である。このため、都道府県による直接貸付けが適当であり、民間金融機関による転貸を設けていない。

 

 水産庁としては、物的担保についての評価等が容易でないため活用されていないとのご指摘を踏まえ、物的

担保の活用状況について各都道府県の実態を把握し、活用事例等について情報共有を図るとともに、担保措置

や信漁連等に対する事務委託等の活用方法について、都道府県からの意見等も踏まえながら、物的担保が活

用されるよう検討してまいりたい。 

 



 なお、他の水産関係の制度金融においては、系統資金が措置されており、その借入れに当たっては機関保証

の活用が可能となっている。 

 

平成 28 年の地方からの提案等に関する対応方針（平成 28 年 12 月 20 日閣議決定）記載内容 

６【農林水産省】 

（９）沿岸漁業改善資金助成法（昭 54 法 25） 

（ⅰ）沿岸漁業改善資金については、物的担保の活用状況の実態や物的担保が活用されにくい理由等について

都道府県に対する調査を平成 28 年度中に行い、その結果を踏まえ、活用事例を都道府県へ情報提供するなど

の物的担保の活用による同資金の利用促進に資する措置を平成 29 年中に講ずる。 

（ⅱ）沿岸漁業改善資金の貸付方法については、上記調査結果及び同資金の利用促進に資する措置の状況を

踏まえ、転貸融資方式の導入等を含め、更なる利用促進に向けた検討を行い、平成 32 年中に結論を得る。そ

の結果に基づいて必要な措置を講ずる。 



参考資料２

導
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